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        注意事項

        ★ご利用になるEPUBリーダーや端末などの機能や設定状況で、きれいに表示されなかったり、リンクなどの機能が一部使えなかったりすることがあります。

        ★スマートフォンやタブレットなどで、EPUB形式の電子書籍を読むためには、EPUBリーダー（EPUBファイルが読めるアプリケーション）が必要です。EPUBリーダーは、OS別に無料のEPUBリーダーもいろいろあります。

        【iOS用(iPhone、iPadなど）】

        最初から端末に入っているibookアプリで読むことができます。

        【アンドロイド】

        Google Play Booksなどのアプリ、また電子書籍ストア用のアプリでもEPUBファイルをインポートできるものがあります。

        【PC】

        ブラウザでは、Chromeのアプリ（Readium）、Firefoxのアドオン（EPUBReader)、マイクロソフトのブラウザEdgeでも読むことができます。

        ソフトウエアでは、Adobe Digital Editionsなどの無料ソフトがあります。

        　

    

    
        はじめに

        全国のがん体験者のべ1万2千人が参加された2回のがん体験者の悩みの実態調査では、がん体験者の方々が自身の言葉でつづられた多様な悩みや負担の実態が明らかになりました。また、静岡がんセンターよろず相談では、年間1万件のさまざまな相談が患者さんやご家族から寄せられています。

        これら、患者さんやご家族の「生の声」をもとに、以前作成した小冊子「緩和ケアとは」を、加筆・改訂しました。

        緩和ケアに関する説明、施設の緩和ケア（緩和ケア病棟など）、在宅緩和ケアに関する内容を中心にまとめています。

        患者さんやご家族の情報収集、緩和ケアの理解の一助にしていただければ幸いです。

        　

        2017年9月

        　

        静岡県立静岡がんセンター

        研究所　患者・家族支援研究部

        石川　睦弓

        　

    

    
        1.　緩和ケアとは

        
            (1)「緩和ケア」とは

            ◆重要なポイント

            ●緩和ケアは、がんになって起こるさまざまなつらさをやわらげ、がん患者さんやご家族を総合的に支える治療やケアである。

            ●がんと診断されたときから、抗がん治療※1と並行して、緩和ケアが行われるようになってきている。

            ※1 抗がん治療とは

            がんを治す、あるいはがんの進行を抑えがんと共存していくための治療です。そのなかには、がん薬物療法（抗がん剤治療）、放射線療法、手術療法などの治療があります。以後、「がんの治療」と表記します。

            ●緩和ケアは、つらさの時期や種類、対応する人や職種、対応する場所が限定されたものではない（痛みをとるだけが緩和ケアではなく、ホスピスや緩和ケア病棟などでしか受けられない治療やケアでもない）。

            ●支持療法は、がんに伴う症状や、治療に伴う症状や障害、後遺症等に対して、予防的な対策や症状をやわらげるための治療やケアである。

            　

            緩和ケアは、がんにともなって起きるさまざまなつらさをやわらげるための治療やケアです。

            体のつらさ、こころのつらさ、診療の過程における悩みや揺らぎ、暮らしの中で生じる悩みや負担など、さまざまなつらさを抱えたがんの患者さんとご家族を、総合的に支えるケアのことを言います。

            　

            国のがん対策推進計画などで、がんの治療だけではなく、「緩和医療」、「緩和ケア」という言葉がクローズアップされるようになり、マスメディアに取り上げられる機会も増えています。その一方で、一般の人々にとっては、まだ十分にこの言葉や概念が浸透しているとはいえないかもしれません。いまだに「緩和ケア」＝「終末期医療」、「末期がん」、「最期を過ごすホスピス」などのイメージを抱く人が多いのではないでしょうか。確かに、「緩和ケア」には「終末期医療」も含まれますが、「緩和ケア」＝「終末期医療」ではなく、もっと広い範囲を意味しています。

            一方、つらさをやわらげる、総合的に支えるという点では、「サポーティブケア」、「支持療法」などの言葉もメディアなどを通じて目にする機会が増えてきていて、よけいわかりにくくなっているのかもしれません。

            　

            厚生労働省の「第三次がん対策推進計画」でどのように書かれているかをみていきます。

            ▼「緩和ケア」

            がん対策推進計画では、「緩和ケアとは、身体的・精神心理的・社会的苦痛等の『全人的な苦痛』への対応（全人的なケア）を診断時から行うことを通じて、患者とその家族のQOLの向上を目標とするものである。」と記載があります。

            　

            わかりづらい言葉が並んでいますが、ポイントは3つあります。

            ●緩和ケアは、全人的な苦痛に対応する治療やケアである

            がんの病気やがんの治療によって生じた症状や機能障害、後遺症などのさまざまな「からだの問題によるつらさ」、再発の不安や死への怖れ、気持ちの揺らぎ、精神的な不安定感、これからの生き方、価値観、自分自身との向き合い方など「こころの問題によるつらさや実存的な悩みや負担」、医療費や家計のことなどの経済的な負担、仕事に関する悩みや負担、ご家族や周囲の人々との関係性にかかわる悩みや負担など「社会的なつらさや負担」などのさまざまなつらさをやわらげるための治療やケアです。

            ●緩和ケアは診断時から行われる

            「第一期がん対策推進計画」にも、「治療の初期段階からの緩和ケアの実施」という項目がありましたが、「第二期がん対策推進基本計画」ではさらにその推進がうたわれ、「がん患者とその家族が可能な限り質の高い生活が送れるよう、緩和ケアが、がんと診断された時から提供されるとともに、診断、治療、在宅医療などさまざまな画面で切れ目なく実施される必要がある」と明記されています。

            ●緩和ケアは、患者や家族のQOLの向上をめざしている

            緩和ケアは、患者さんにだけ行われるものではなく、患者さん、ご家族（遺族も含めて）それぞれの生活の質の向上をめざして行われます。

            　

            ▼「支持療法」（第三次がん対策推進計画より）

            支持療法に関しては、「がんそのものによる症状やがん治療に伴う副作用・合併症・後遺症による症状を軽減させるための予防、治療及びケアのこと。」と説明されています。

            　

            「がん対策推進計画」を例としてだしましたが、「緩和ケア」と「支持療法（サポーティブケア）」の説明に関しては、いろいろな意見があるかもしれません。けれども、「がんと診断されたときから、患者さんやご家族に生じるさまざまなつらさや負担をやわらげるための予防、治療やケア」であり、「患者さんやご家族のQOL（生活の質）を大切にする」という点では、共通していると思います。

            　

            
                ■□■　コラム：エンド・オブ・ライフケアとは



            高齢化社会がすすむ現在、「終活」という言葉が、あちこちで聞かれるようになりました。最初の頃、「終活」は、葬儀やお墓のこと、遺言のことなど人生の終焉に向けての事前準備という意味合いが強い印象でした。そのうち、「人生の終焉」を考えるなかで自分のことを見つめ直し、今現在をよりよく生きていくための活動へと広がっていきました。終活というのは、人生の終わりに向けて、前向きに準備することで、今をよりよく生きる活動として社会に浸透してきていると思います。

            一方、「エンド・オブ・ライフケア」は、病気の種類や年齢等に関係なく、自分の人生が終焉を迎える時期、死を意識しながら最期まで自分らしく生き、自分らしく生活し、QOLを最大限に保つためのケアを言います。つまり、自分の人生を全うするまでのその人の「生きる」ことを支えるケアといえます。

            この時期は、身体面、精神面、日常生活面、そして社会生活や家族との関係でも、さまざまなつらさが複雑に絡み合う時期でもあります。それらを患者さんご自身と、またご家族とともに、一つひとつ解きほぐして、その人が「その人らしく生き、その人らしく人生を全うできるように」、その人が、「何を望み」、「どうしたいのか」に耳を傾け、一緒に考え、支えていくケアのことを言います。

            「緩和ケア」には、この「エンド・オブ・ライフケア」も含まれています。

            　

            
                ■□■　コラム：QOLとは



            QOLは、Quality Of Life（クオリティ　オブ　ライフ）の略です。

            「生活の質」「生命の質」「生きることの質」などと訳されています。

            がんと上手につきあっていくためには、生命の「長さ」とともに、その「質」のことも十分に考えていくことが大切です。

            　

        
        
            (2)あなたを支えるチーム

            ◆重要なポイント

            ●医師、薬剤師、看護師だけではなく、さまざまな職種がチームで患者さんやご家族を支援している。

            ●患者さんとご家族自身もチームの一員である。

            ●全国のがん診療連携拠点病院には、「緩和ケアチーム」が整備されている。拠点病院以外にも「緩和ケアチーム」は全国的に広がっている。

            ●緩和ケアだけではなく、病院でのがん医療、在宅医療、地域医療のさまざまな現場で、問題に応じて流動的にチームが連携して協働で支援が行われている。

            　

            「チーム」という言葉は、現在では緩和ケアだけではなく、がんの治療を含めて、「多職種チーム医療」として、医療機関、在宅医療、地域医療の現場で行われるようになってきています。多職種チーム医療（さまざまな専門職が連携、協働して実施する医療やケア、支援）では、一人の患者さん（もしくはご家族も含めて）に、複数の専門職種がかかわります。

            　

            たとえば、以前のがん医療では、がんと診断され治療を受ける際、縦割りの診療科ごとに行われていることがほとんどでした。けれども、手術だけではなく薬物療法（抗がん剤治療）や放射線療法を組み合わせて治療を行っていくなど『集学的治療』が行われるようになってくるなかで、横断的な仕組みや取り組みが行われるようになってきました。外科医、放射線治療の専門医、腫瘍内科医（がん薬物療法の専門医）、画像診断医、病理医などそれぞれ専門的な知識や技術を持っている医師などが、患者さんの症状や治療方針などを、意見交換、情報共有、検討、確認していくためのカンファレンスなどが行われるようになっています。

            また、治療に限らず患者さんのさまざまな問題に関して意見交換や情報共有、方向性や対応の検討などを行っていくために、多職種が一堂に会するカンファレンスも行われています。それぞれの職種が、それぞれの専門的な知識、見方で問題に関して意見を述べたり、協働で問題に対処するための取り組み方法を検討したりしてします。

            関連する専門職には、医師、看護師、薬剤師、理学療法士などリハビリテーション専門職、栄養士、社会福祉士、心理療法士などのこころの専門家、がん相談員などがいます。また、在宅医、訪問看護師、ケアマネージャーなど在宅医療の関係者が一堂に会して検討する場合もあります。

            「緩和ケアチーム」も、そういったさまざまな専門職が連携、協働して実施する医療やケア、支援のためのチームの一つです。

            　

            日本緩和医療学会では、緩和ケアチームに関して、「緩和ケアを専門とする医師、看護師等を含めたチームによる緩和ケアの提供体制をさしている。(1)緩和ケアチームには常勤の医師が1名以上配置されている。(2)紹介患者の身体的・心理的・社会的・スピリチュアルな苦痛を包括的に評価し、必要に応じて疼痛・身体症状の緩和に関する専門家や精神症状の緩和に関する専門家と協力する体制がある。の2項目を満たす場合に、緩和ケアチームとする。」とあります。

            わかりやすくいえば、緩和ケアチームは、がんによって生じるつらさをやわらげる治療の専門家である医師（身体症状を担当する医師と精神症状を担当する医師）、緩和ケアを専門とするがん専門看護師や認定看護師など緩和ケアの知識や技術、経験がある看護師、緩和ケアの知識や経験がある薬剤師などを中心にした多職種で構成されたチームです。

            　

            主な活動は、コンサルテーション（たとえば、直接患者さんに関わっている外来や病棟での担当医や看護師などから依頼を受け、緩和ケアに関わる専門的な知識や技術を持った多職種で構成される緩和ケアチームが、助言や指導などを通じて手助けすること）、評価（患者さんやご家族が抱えるつらさを多面的に評価する）、教育（勉強会など）など、病院内で横断的に活動しています。

            つまり、つらさをやわらげる知識と技術を持った専門家たちが、患者さんのことを一番よく知る担当医や看護師をバックアップし患者さんやご家族をサポートする体制といえます。

            　

            ただ、緩和ケアチームの活動は、病院や構成メンバーなどによってもさまざまなので、患者さんがかかっている病院、あるいはこれからかかろうとしている病院の緩和ケアチームの活動を知るには、病院のホームページや相談室でご確認ください。

            　

            また、「緩和ケアチーム」という名称で活動していなくても、地域でネットワークをつくり同じような活動をしていたり、在宅緩和ケアにかかわる多職種が同じような活動をしている場合があります。

            　

            
                ■□■　コラム：患者さんのご家族



            ご家族は、患者さんの大切な支えです。ご家族も、緩和ケアチームの一員です。

            ご家族によるサポートは、がん患者さんにとって、専門スタッフのケア以上に、効果的な、かけがえのない支えになることがあります。

            　

            ただ、不安を抱えながら病気と向き合っているのは、ご家族も同じです。時には、大切な人を支えることにがんばりすぎて、疲れてしまったり、悩んだりすることもあります。

            　

            チームでは、ご家族もサポートします。いつでも胸の内をお話しください。ご家族が穏やかにいることが、患者さんの安心にもつながります。

            また、ご家族のサポートは、緩和ケアの大切な目標のひとつです。在宅で緩和ケアを受けている際、必要に応じて、家族の休養のためのケア（レスパイトケア）を提供します。

            　

        
    

    
        2. 緩和ケアは誰がどこでしてくれるの？情報はどうやって集めるの？

        
            (1)緩和ケアを受けたい、相談や情報収集はどうしたらいい？

            ◆重要なポイント

            ●一番身近で現在の患者さんの状況をわかっている担当医（主治医）、病棟の受け持ち看護師、外来でかかっている診療科の看護師、かかりつけ医などに相談する。

            ●"いろいろなつらさが重なっている"、"どこに相談してよいかわからない"、"医療者は忙しそうで言いづらい"ときは、がん相談支援センター（がん診療連携拠点病院）、もしくは、現在かかっている病院の相談窓口などに相談してみる。

            ●かかっている病院ががん診療連携拠点病院ではない場合も、電話や対面で拠点病院のがん相談支援センターに相談できる。

            ●緩和ケア病棟を探したいときは、がん相談支援センターに相談してみる。

            ●在宅医を自分（家族）で探すときは、居住地域の地域包括支援センター、役場の介護保険担当窓口などに、自宅近くで在宅医療を行う医師がいるか聞いてみる。

            　

            
                ●話を聴いてくれる人、相談できる人

                緩和ケアを受けたいと思う背景には、治療の副作用に伴う苦痛、再発や死への怖れ、がんに伴う痛みなどの症状、人間関係の悩み、仕事への気がかりなどさまざまなつらさが存在します。また、がんの治療が難しくなり、つらさをやわらげる治療やケアが主体となり、エンド・オブ・ライフケアについて考えて、自分はどうしたらよいのかなど悩んでいるときもあります。

                今のつらさは、どこからくるものなのか、どうしたらよいのか、手助けしてくれるのはどういう職種か、あるいはどのような人たちかなど一緒に考えてくれる人がいると、心強いと思います。

                　

                外来通院中の場合、担当医や看護師には、忙しそうでなかなか言い出せない場合もあると思います。その場合は、まずあなたのお話をよく聴いて、一緒に考えてくれる相談員に話してみるのがよいかもしれません。ご自分のかかっている病院の各種相談室（医療ソーシャルワーカーが生活面を中心に相談対応するところや、専門看護師や認定看護師などを中心にした看護外来、看護相談などがあります）を利用してもよいですし、お近くのがん診療連携拠点病院のがん相談支援センターを利用してもよいでしょう。

                　

                
                    ■□■　コラム：がん相談支援センター



                全国のがん診療連携拠点病院には、がん相談支援センターが設置されています。がん相談支援センターでは、患者さんやご家族のいろいろな不安や悩みを聴き、問題を整理するお手伝いをしたり、必要な情報を提供したりしています。たとえば、地域の緩和ケア病棟や在宅緩和ケアに関する情報なども提供しています。

                病気や治療について、今後の療養や生活についてなど、疑問や気がかり、つらさなど、質問や相談に対応しています。相談員は、研修を受けた看護師や社会福祉士、心理療法士などです。相談方法は、面談、電話相談、電子メールなどありますが、病院によって相談方法も異なり、また予約が必要な場合もあります。がん相談支援センターの情報は、国立がん研究センターの「がん情報サービス」で確認することができます。

                相談支援センターの名称は医療機関によって異なる場合があります。

                ■がん相談支援センターを探すには

                国立がん研究センター　がん情報サービス：がん相談支援センターをさがす

                https://hospdb.ganjoho.jp/kyotendb.nsf/xpConsultantSearchTop.xsp

                がん診療連携拠点病院に設置されているがん相談支援センターを病院名や地図などから探すことができます。相談支援センターの名前や問い合わせ先、対応時間などを確認でき、各施設の相談支援センター名を押すと、相談方法、相談員の職種、就労支援の状況、ピアサポートなどさらに詳しい情報を確認することができます。

                　

            
            
                ●在宅ケアの情報を探したい

                緩和ケアは、一般の外来受診のように通院しながら受けたり、自宅にいながら訪問診療や訪問看護などを受けることもできます。

                　

                患者さんが退院後の在宅ケアを考えている場合は、入院されている病棟の看護師に相談してみましょう。多くの場合、医療連携室、在宅支援室、退院支援室、医療相談室などの担当者（医療ソーシャルワーカーや看護師）につないでくれると思います。

                これらの部門は、地域の医療機関と連携をとりながら、地域の医療機関からの紹介患者を受け入れたり、入院中の患者さんが安心して退院できるように、必要に応じて地域の医療機関と連携して、在宅医療の環境を整えたり、安心して転院できるように支援したりしています。そのため、在宅医療を行っている医師や医療機関、訪問看護ステーションなどのさまざまな情報を提供してくれると思います。

                　

                患者さんが現在外来通院している状況で、通院が難しくなるなどの状況があり、在宅医療を行っている医師を探しているときには、まず現在の担当医に相談してみましょう。難しいときには、上記のように、地域と連携しながら仕事をしている部門や医療ソーシャルワーカーなどに相談してみましょう。特に、医療ソーシャルワーカーは、横のネットワーク（院外の医療機関、地域の行政や福祉などの機関）に強いので、さまざまな情報を提供してくれるかもしれません。

                　

                患者さんが開業医に通院している場合は、やはり今かかっている開業医にまず相談してみましょう。往診を行っている先生もいらっしゃいます。また、その先生は往診はしていない場合でも、地域の他の医療機関の情報には詳しいと思いますので、往診を行っている先生の情報を教えてもらえるかもしれません。

                　

                また、地域包括支援センターや役場の介護保険担当窓口、ケアマネージャーなどから、自宅近くで在宅医療を行う医師がいるか聞いてみてもよいでしょう。

                　

                
                    ■□■　コラム：地域包括支援センターとは



                地域包括支援センターは、もともと高齢者を地域で包括的、継続的にサポートしていくために設けられた機関です。

                介護保険法では、地域包括支援センターとは、市町村が主体になり、保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員等を配置して、3職種のチームアプローチにより、住民の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的とする施設とあります。

                わかりやすくいえば、介護、福祉、健康、医療などさまざまな分野から、高齢者をはじめとする市町村の住民とその家族を手助けしてくれる機関です。主な仕事は、介護予防支援と包括支援の事業で、そのなかには、住民の医療や介護などをはじめとした総合的な相談対応も含まれています。

                　

            
            
                ●インターネットで緩和ケアの情報を入手する

                緩和ケアに関する情報は、インターネットでも調べられます。

                インターネットを上手に使えば、さまざまな情報を、手軽に入手することができます。その一方、慣れていない方にとっては、どの情報が信頼できる情報なのか、判断に迷うこともあります。そこで、緩和ケアに関して信頼できる情報を出しているホームページをいくつかご紹介しておきます。

                　

                ■国立がん研究センター　がん情報サービス

                https://ganjoho.jp/public/index.html

                『病院を探す』の『緩和ケア病棟のある病院一覧』をクリックすると、全国の一覧をみることができます。また、がん診療連携拠点病院には必ず緩和ケアチームが整備されています。

                　

                ■緩和ケア.net

                http://www.kanwacare.net/

                緩和ケア普及啓発事業として、厚生労働省から委託され日本緩和医療学会が運営しています。緩和ケアに関するさまざまな情報が掲載されています。緩和ケアに関するキーワードに沿った説明、緩和ケアの医療費について、緩和ケアに関する動画などのコンテンツがあります。

                　

                ■NPO法人　日本ホスピス緩和ケア協会

                http://www.hpcj.org/

                ホスピスケア･緩和ケアの解説や、緩和ケアを受けることのできる医療機関（ホスピス緩和ケア病棟、緩和ケアチーム、在宅ホスピス緩和ケア）の一覧などがあります。

                　

                ■日本在宅ホスピス協会　在宅ケアデータベース

                http://www.homehospice.jp/

                自宅での療養を希望される方のために、機関ごとの概要、受け入れ要件、ケアの内容、費用などを紹介しています。

                　

                ■WAM NET（ワムネット）

                http://www.wam.go.jp/

                最寄りの在宅療養支援診療所は、病院の相談窓口にたずねるほか、このサイトで直接検索することもできます。

                　

            
        
        
            (2)緩和ケアは誰が行うのか

            ◆重要なポイント

            ●緩和ケアを行うのは、緩和ケアの専門医や専門看護師、薬剤師だけではない。

            ●がんの治療を専門とする医師、病棟や外来の看護師、相談員、家族、がんサバイバー（同病者）なども行っている。

            　

            がん医療の現場における「チーム」について整理しましたが、では、「緩和ケア」は誰が行うのでしょうか。緩和ケアの専門家でなければ行えないのでしょうか。

            そんなことはありません。患者さん（あるいはご家族）の抱えているつらさや負担の種類やさまざまな状況により、がんの治療を担当している医師（腫瘍内科医など）のこともあれば、在宅医、以前からのかかりつけクリニックの医師の場合もあります。いつも受診している病院の外来の看護師、あるいは専門的な資格をもった看護師、訪問看護師の場合もあります。薬剤師、心理療法士、リハビリ専門職、栄養士、社会福祉士、がん相談員など、医療にかかわる職種の人々の場合もあれば、サバイバー（同病者）、友人、仕事の同僚や上司、ご家族などの場合もあります。

            患者さん（ご家族）のつらさをやわらげるための手助けをする人は、一人の場合もあれば、チームで行う場合もあります。

            　

            
                ■□■　コラム：緩和ケアに関する専門的資格



            現在では、1つの職種の中でも、さらにある分野に関して、専門的な知識や技術を学んで取得した専門的資格が増えてきました。

            具体的に、緩和ケアに関わる資格の例をあげると、

            ■医師

            日本緩和医療学会の専門医や認定医、ペインクリニック専門医など

            ■看護師

            がん看護専門看護師、認定看護師（緩和ケア、がん性疼痛看護、訪問看護など）

            ■薬剤師

            日本緩和医療学会認定緩和薬物療法認定薬剤師、在宅療養支援認定薬剤師など

            などがあります。

            　

        
        
            (3)緩和ケアはどこで受けられるのか

            最初に、「緩和ケア」と「支持療法（サポーティブケア）」についての説明をしましたが、じつはその境界線や領域はあいまいです。

            ここでは、時期（病気や治療の状況）で大きくわけて説明します。

            　

            
                ●がんの治療を行っている時期

                がんの治療を行っている時期は、あなたの主担当の医師は、がんの治療を行っている外科医、腫瘍内科医、放射線治療医などだと思います。この時期のつらさは、がんの治療に伴う副作用症状、機能障害、後遺症などによるつらさ、治療の選択に関する迷い、治療に伴う心身のつらさや気持ちの揺らぎ、医療費の負担感、仕事をどうするかなどと思います。そこで、あなたのがんの治療を行っている医師、病棟や外来の看護師などが、あなたの治療やケアの中心になります。

                つまり、治療やケアを受ける場所は、その診療科の入っている病棟や診療科の外来ということになります。

                また、つらさの状況や程度によっては、緩和ケアの専門家や緩和ケアチームなどにコンサルテーション（たとえば、直接患者さんに関わっている外来や病棟での担当医や看護師などから依頼を受け、緩和ケアに関わる専門的な知識や技術を持ったさまざまな職種で構成される緩和ケアチームが、助言や指導などを通じて手助けすること）しながら、あなたの治療やケアにあたります。

                また、直接医師や看護師に言いにくいことや相談しにくい場合は、がん相談支援センターや相談窓口を利用してもよいでしょう。

                　

            
            
                ●さまざまなつらさや痛みなどの症状の緩和を主として行う時期

                がんの進行状態や体の状況、がんの治療の効果と副作用の状況などによって、がんの治療を受けること自体が、あなたにとってダメージやマイナスとなり、あなたの生活の質を下げる場合があります。このようにがんの治療が困難になってきた時期には、緩和ケア（がんや治療に伴って起こるさまざまなつらさをやわらげる治療やケア）が主になってきます。この時期は、緩和ケアの専門の医師が担当医になったり、緩和ケア外来の看護師や緩和ケアに関する専門的な知識や技術を持つ看護師や薬剤師などが多職種のチームでかかわり、あなたのつらさをやわらげるための治療やケアを行います。

                また、在宅で緩和ケアを受けることも可能です。その場合は、在宅医、訪問看護ステーションの訪問看護師、在宅医療にかかわる薬剤師や栄養士、リハビリの専門職、ケアマネージャー、介護士などが多職種のチームでかかわります。

                つまり、治療やケアを受ける場所は、緩和ケア外来、緩和ケア病棟、在宅（自宅）などがあります。

                　

            
        
    

    
        3. 緩和ケア病棟に入院する

        「緩和ケア病棟」は、緩和ケアを専門的に行う病棟です。「ホスピス」と呼ばれることもあります。

        　

        
            (1)入院の受け入れ基準

            特に、がんの進行に伴う体のつらさ（痛みや呼吸困難など）や精神的な症状（抑うつ状態やせん妄など）などがあり、外来や在宅でつらさをやわらげることが難しい患者さんが利用します。症状が落ち着いたら、退院して自宅に戻り、緩和ケア外来や在宅緩和ケアを受けながら過ごします。

            また、最期まで緩和ケア病棟（ホスピス）で緩和ケアを受けながら過ごす場合もあります。

            レスパイト入院といって、在宅で過ごされている患者さんのご家族の負担を軽減するために一時的に入院する場合もあります。

            それぞれの施設で受け入れ基準があります。

            日本ホスピス緩和ケア協会のホームページの情報によると、緩和ケア病棟入院料届出受理施設や病床数は、2016年で、施設数は全国で377施設、病床数（ベッドの数）は、7,716床となっています。平均すると、1施設での病床数は20床程度にとどまります。緩和ケア病棟のベッド待ちは、何週間、場合によっては月単位の場合もあるようです。

            現在は、医療全体が外来医療や在宅医療へと移行しつつあり、緩和医療も同様です。以前のように、最期まで緩和ケア病棟（ホスピス）で緩和ケアを受けながら過ごすというより、つらさが強いとき、つらさをコントロールしたりやわらげるために一時的に入院したり、ご家族の休養のためのレスパイト入院などが中心の医療機関も多くなっているようです。

            　

        
        
            (2)緩和ケア病棟の設備や行事

            緩和ケア病棟には、面談室、家族が休める家族室、患者・家族用のキッチン、談話室などが設置されています。また、食事やおしゃべりを楽しめるデイルームや多目的ホール、自由に散歩できる庭園を設けている施設もあります。

            以下では参考として静岡がんセンターの緩和ケア病棟をご紹介しますが、外観や内装は施設によって異なります。

            ◯緩和ケア病棟

            静かで穏やかな環境で生活できるよう工夫されています。

            施設によっては、車いすやベッドのまま散策できる庭園があるところもあります。

            

            　

            　

            　

            　

            　

            

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            

            ◯病室

            病室は半数以上が個室です。個室には、有料個室と無料個室があります。

            一般の病棟よりも少し余裕のある広さになっています。

            

            　

            　

            　

            　

            

            　

            ◯談話室・キッチン

            一定の広さがある談話室のほか、団らんのための食事を作ることができるキッチンも備えつけられています。（通常の食事も、もちろん利用可能です）

            

            　

            　

            　

            　

            　

            

            　

            【季節の行事やコンサート】

            ◯四季折々の行事

            お花見、納涼祭、クリスマスなどの四季折々の行事、誕生日などのそれぞれの方の大切な記念日を、スタッフやボランティアと一緒に楽しみます。

            プロの演奏家が　ボランティアとして演奏にくることもあります。

            　

            ◯ご家族との時間を大切に

            緩和ケア病棟の面会、外出、外泊の制限は、一般の病院に比べて緩やかで、ご希望に合わせて調整されます。

            患者さんとご家族のプライバシーは最大限に守られます。

            　

        
        
            (3)緩和ケア病棟の入院費用（2019年11月現在）

            ◆重要なポイント

            ●緩和ケア病棟に入院する際にかかる医療費（ここでは、下記（A)緩和ケア病棟入院料の自己負担分）に関しては、高額療養費制度が適用される。診療報酬の点数は、施設基準や入院期間で細かく区分されているが、複雑でわかりにくい。そこで、入院が決まったらまず限度額適用認定証などの所得区分の『認定証』を申請しておくことが大切である。『認定証』を医療機関の窓口で提示することで、窓口での医療費の支払いを自己負担限度額までにとどめることができる。

            ●緩和ケア病棟の１日分の入院費用の目安は、(A)１日当りの緩和ケア病棟入院料の自己負担分＋(B)食事の自己負担金（一般の方は1食460円※1）＋ (C)差額ベッド代など保険外費用 

            ●緩和ケア病棟の入院料は、1日単位で診療報酬点数が決まっている定額制（厚生労働省から緩和ケア病棟として承認を受けた施設の場合）。

            ●差額ベッド料など保険適用外費用を事前に確認しておく。

            ※1　食事の自己負担金

            食事の自己負担金は、所得の状況によっては、これより安くなることもある。

            　

            
                (A) 緩和ケア病棟入院料の区分

                ＜緩和ケア病棟の入院料＞の区分は、診療報酬の表でみると複雑です。入院日数によって3区分に分かれ、この区分に加え、施設の状況（施設基準）により、入院料は2種類（緩和ケア病棟入院料1か緩和ケア病棟入院料2のどちらか）に分かれています。

                　

                入院料の区分は複雑ですが、＜緩和ケア病棟の入院料＞の部分に関しては、高額療養費制度が適用されます。つまり、手術、がん薬物療法（抗がん剤治療）、放射線療法（放射線治療）などを入院や外来通院で行ったときと同じように、高額療養費制度により、1ヶ月の自己負担額を一定の金額におさえることができます。緩和ケア病棟への入院が決まったら、あらかじめ限度額適用認定証などの所得区分の『認定証』を申請しておきましょう（高額療養費制度の適用の際、後に払い戻し手続きをせずに、窓口での支払いを自己負担限度額までにとどめることができます）。

                　

                高額療養費制度については、下記説明をご参照ください。ご不明な点、緩和ケア病棟の利用にかかる費用に関するさらに詳しい情報は、おかかりの病院の相談室のソーシャルワーカーや病院の会計担当者にご相談ください。

                　

            
            
                (B) 高額療養費制度：所得区分の『認定証』について（2019年4月現在）

                70歳未満の方、70歳以上で所得区分が現役並みIか現役並みIIの方、住民税非課税世帯の方で、緩和ケア病棟に入院される場合は、事前に所得区分の『認定証』（70歳未満の方、70歳以上で所得区分が現役並みIか現役並みIIの方は限度額適用認定証、住民税非課税世帯の方は限度額適用・標準負担額減額認定証）を自分が加入している保険者（保険証に記載あり）に申請し、入手しておきましょう。医療機関の窓口で『認定証』を提示することで、会計窓口での支払いが自己負担限度額までにとどめることができます。

                ただし、これは、公的医療保険が適用される医療費に限ってのことなので、食事の自己負担金や差額ベッド代などは、別途必要になります。

                　

                『認定証』の申請の際には保険証のほか、印鑑等が必要になることもあるので、あらかじめ自分が加入している保険者に電話等で確認するようにしてください。

                　

                『認定証』の申請をせずにいったん窓口で支払いをした場合も、後日保険者に申請をして高額療養費の払い戻しを受けることはできますが、高額療養費の申請後、支給されるまで少なくとも3ヶ月程度かかるので、『認定証』をあらかじめ申請しておいた方がよいでしょう。

                　

                なお、70歳以上で所得区分が、一般、現役並み所得IIIの方が治療する場合は、窓口での支払いが自動的に自己負担限度額までになるため手続きは不要です。

                　

            
            
                (C) 高額療養費制度とは？

                医療費による経済的な負担を軽くするための高額療養費制度という制度があります。

                　

                ▼高額療養費制度の対象になる費用・対象にならない費用

                ○高額療養費制度で対象となる費用

                高額療養費制度で対象となるのは、公的医療保険が適用される医療費です。病院や診療所の窓口で支払う保険診療の自己負担分のほか、処方せんをもらって調剤薬局で購入する薬の代金も含まれます。

                ○高額療養費制度の対象にならない費用

                公的医療保険が適用されない費用（差額ベッド代、入院中の食事代、診断書等の書類作成費用など）は、この制度の対象とはなりません。

                　

                医療制度の改正は随時行われています。特に、4月と8月は改正が行われることがあるので、ご注意ください。

                　

                ▼高額療養費制度では

                ●1カ月（1日～末日）に支払った医療費

                ●自己負担の限度額は年齢や所得により異なる

                ●保険適用外の医療費は高額療養費制度の対象ではない

                ●人ごと、医療機関ごとに計算する

                ●同じ医療機関であっても、(1)医科入院、(2)医科外来、(3)歯科入院、(4)歯科外来は分けて計算する（院外処方代は処方せんを発行した医療機関の医療費に含まれる）

                ●さらに医療費が軽減できるしくみとして多数該当や世帯合算がある

                ●70歳未満の方、70歳以上の一部の方（住民税非課税世帯など）は、事前に所得区分の『認定証』を申請し入手すれば、窓口負担は自己負担限度額までになる

                ●高額療養費を申請して支給されるまでには、少なくとも3ヶ月程度かかる

                ●70歳以上の方は、病院・診療所・歯科・調剤薬局の区別なく合算して計算になる

                　

                条件によっては、複数の医療機関や訪問看護等の費用、世帯内であれば複数の方の医療費を合算することができます。

                合算の仕組みはかなり複雑です。保険者の窓口やおかかりの病院の医療ソーシャルワーカーに、あなたや他の世帯員の年齢、それぞれが加入している公的医療保険の種類、いつ、何に対して、どのくらいの医療費を支払ったか、といった状況を具体的に伝えて、合算の対象になるかどうか、相談してみるとよいでしょう。

                　

            
            
                (D) その他　費用（差額ベッド代など）

                病院に入院する場合、公的医療保険でまかなわれる部分（高額療養費制度で、自己負担額は一定額でおさえられます）と、別途、差額ベッド代、テレビや洗濯機などの使用料金などの費用がかかることがあります。また、それ以外にも、ご家族が付き添われる場合の付き添いベッド代、ご家族の食事にかかる費用、面会の際の交通費やガソリン代なども必要になることがあります。

                　

                ▼病院に入院する場合、公的医療保険ではまかなわれないさまざまな費用の例

                ●差額ベッド代（特別療養環境室）

                個室など（１～4人までの少ない人数の病室で、ベッドごとのプライバシーの確保など設備等に関して決まりがあります）を希望して利用する際にかかる料金で、病院によって異なります。ただし、緩和ケア病棟の施設基準では、有料の差額ベッドの数は全体の半数以下にするよう決められています。

                差額ベッド代は、公的医療保険は適用されないので、全額自己負担になります。1日数千円から1万円台のところが多いのですが、ばらつきがあり、病室の環境や設備によって異なりますが、1日3万円、5万円等のところもあります。

                差額ベッド代などの具体的な情報は、事前に入院予定の病院で確認しましょう。国立がん研究センター『がん情報サービス』の＜緩和ケア病棟のある病院を探す＞では、全国の緩和ケア病棟のある施設の情報が掲載されています。＜緩和ケア病棟＞の項目に、室料（差額ベッド代）や設備なども掲載されているので、参考になります。

                ●患者さんの寝間着などのレンタル料

                病院によっては、レンタルの寝衣が準備されている場合があります。

                ●家族室や付き添いベッド料金

                家族室は有料・無料どちらもあり、設備も医療機関により異なります。また、病室で付き添う場合、ソファーベッドなどがある病室では、それを利用できますが、付き添いベッドを手続きして借りる形も多いようです。

                ●テレビや冷蔵庫などの設備

                病院によって異なります。有料個室では、部屋の設備として無料の場合もあるようです。

                ●洗濯機やクリーニング

                コインランドリーのようになっていたり、施設内のクリーニングを利用できる施設もあるようです。どちらも費用がかかります。

                ●ご家族の面会などの際の交通費

                公的交通機関の交通費やガソリン代など

                ●ご家族の食事代

                ご家族が付き添われたり、面会にこられた際、食事は病院の売店などで購入されたり、病院の食堂を利用されたりが多いようです。

                　

            
        
        
            (4)緩和ケア病棟　よくあるご質問

            
                Q1.　緩和ケア病棟入院の条件

                原則として、がんに伴う痛みや呼吸困難などで入院してコントロールする必要があるとき、がんの治癒が困難で、体やこころにつらさを抱えている患者さんなどが入院の対象になります。

                入院の条件は、通常、

                ●患者さんとご家族が入院を希望すること

                ●外来や在宅で緩和ケアを行うことが難しいこと

                の2点です。

                患者さんにとって緩和ケア病棟に入院した方がよいのかどうか、入院するとしたらその時期はいつにするか、ということは、緩和ケア外来での診察や面談結果をもとに、緩和ケアチームの医師や病棟スタッフらが話し合いながら決めます。

                　

            
            
                Q2.　病気を告知しなければだめなの？

                施設によって方針に違いがあるので、たずねてみてください。

                緩和ケア病棟の中には、病名や病状を知っていることが患者さん自身のよりよい生活につながると考えて、病気の告知を入院の前提条件としている施設もあります。

                施設によっては、患者さんが病名や病状を理解していることを入院の条件とはしてはいませんが、入院後には、患者さんの求めに応じて、病気のことや入院の目的をお話しする、という方針をとっている場合もあります。

                　

            
            
                Q3.　すぐに利用できる？

                施設にもよりますが、一般的には、緩和ケア病棟は希望してから入院まで、何週間か待つことが多いようです。

                体調が急に悪くなってからでは、間に合わないこともあります。

                緩和ケア病棟の利用をご希望の場合は、「緩和ケア病棟に入院したい」という意思を担当医に伝えた上で、希望する病院の緩和ケア外来を一度受診して、相談しておくとよいでしょう。

                緩和ケア外来は多くの場合、予約制になっています。また、担当医の紹介状（診療情報提供書）が必要になります。まず、希望する施設に電話をし、必要な手続きや書類を確認しましょう。

                入院の順番については、申し込みの順番だけでなく、患者さんの体の具合や緊急度を配慮する施設が多いようです。

                　

            
            
                Q4.　家に帰ることはできる？

                患者さんの体調が落ち着けば、外出はもちろん、外泊や退院も可能になります。

                また、限られたベッド数でできるだけ多くの患者さんをケアするため、緩和ケア病棟では、体調が落ち着いた患者さんに、ご自宅での療養を勧めることもあります。

                病状が悪化した際には、再入院することもできます。

                　

            
            
                Q5.　入院中はどんなふうに過ごすの？

                緩和ケア病棟では、患者さんとご家族が、気がねなく、自分らしい生活を送ることができるよう、いろいろな配慮がなされています。

                緩和ケア病棟では、「何時に必ずこれをしてください」といった日課のようなものは、原則的にありません。起床、就寝、食事、面会などの時間については、可能な限り、患者さんのご希望にそえるようにしています。

                　

            
            
                Q6.　家族は付きそうの？

                患者さんのご希望があれば、付きそうこともできます。

                ご家族によるサポートは、薬や病棟スタッフのケア以上に、患者さんのつらさを癒す効果があります。緩和ケア病棟は個室が多く、プライバシーも十分配慮されます。

                ご家族の希望があれば、付き添いベッドや院内の家族室で宿泊することも可能です。

                　

            
        
    

    
        4. 自宅で緩和ケアを受ける

        緩和ケアは、自宅で生活を続けながら受けることもできます。

        薬の進歩や制度の充実によって、自宅でも、質の高い緩和ケアを受けることができるようになりつつあります。

        　

        在宅緩和ケアは、特にこんな方に選ばれています。

        ●住み慣れた自宅でできるだけ長く暮らしたい

        ●家族や知人とできるだけ多くの時間を一緒に過ごしたい。

        ●やり残した仕事をやりとげたい。家族としての務めを果たしたい。

        ●誰にも気がねなく自由に好きなことをして過ごしたい。

        　

        
            (1)自宅で過ごしながら緩和ケアを受ける場合の2つの方法

            自宅で緩和ケアを受ける際には、病院や診療所に定期的に通院して受ける方法と、自宅で在宅医や看護師の訪問を受ける方法があります。

            　

            
                ●通院して緩和ケアを受ける

                入院して受ける緩和ケアと同じように、通院でも、痛み止めの薬をもらったり、さまざまなつらさをやわらげたり、悩みなどを相談したりすることができます。専門の緩和ケア外来を設置している病院もあります。

                また、40歳以上であれば、病状によっては、介護保険を使って、日常生活のさまざまな場面で介護サービスを受けることができます。介護サービスも導入し、訪問介護（ホームヘルパー）、電動介護ベッドなどの福祉用具のレンタルや購入などを1割負担で利用することができます（詳細は、［在宅での療養環境を整える］の項目をご参照ください）。

                　

            
            
                ●在宅医療で緩和ケアを受ける

                通院して緩和ケアを受けることが難しくても、自宅に居ながら、痛みなどさまざまなつらさをやわらげる治療やケアを受けることができます。定期的な訪問診療（在宅医）や訪問看護（看護師）、緊急時の往診（在宅医）や緊急訪問看護（看護師）があります。また、薬剤師が訪問してお薬の始動をしたり、お薬の相談を受けたりする場合もあります。

                上記の［通院して緩和ケアを受ける］と同様、条件を満たせば、介護サービスも利用できます。

                　

            
        
        
            (2)在宅での療養環境を整える

            自宅で緩和ケアを受ける場合、患者さんはもちろんご家族にとっても介護しやすいように環境を整えていきましょう。たとえば、福祉用具の購入、電動介護ベッド（患者さんが起き上がったり立ち上がったりする動作を補助してくれるベッドで、介護者にとっても介護の負担が軽くなります）、車椅子、手すりなどの購入やレンタルなど必要な場合もあります。

            介護保険を申請し認定されれば、上記のような介護福祉用具の購入やレンタル、また訪問入浴、介護ヘルパーなどの在宅サービスを1割（65歳以上の被保険者で一定以上の所得がある方は、2割負担）の自己負担で利用することができます。ただし、介護度により月々の負担の上限が決まっています。上限額を超えてサービスを利用した場合には、超えた分の全額が利用者の自己負担になります。

            介護保険は、65歳以上で介護認定を受けた方、また40歳以上で65歳未満の方であっても、病状によって、要介護・要支援認定を受けた方は利用できます。

            介護保険の申請は、入院中であれば、医療連携室、在宅支援室、退院支援室、医療相談室などの担当者（医療ソーシャルワーカーや看護師）などにまず相談してみましょう。また地域であれば、お住まいの地域の地域包括支援センターや市町の介護保険課に相談してみましょう。

            介護保険の申請は、基本はご本人やご家族の申請ですが、手続きはケアマネージャーが代行することもできます。ケアマネージャーは、介護保険を利用するときのケアプランを作成し、サービス事業者との調整を行います。

            また、介護保険の対象ではなくても、自宅での療養にベッドや車椅子など必要なときは、地域包括支援センターなどにご相談ください。地域によっては、社会福祉協議会などで車椅子など貸し出しを行ってる場合もあります。

            　

        
        
            (3)在宅緩和ケアの費用

            「家にいながらお世話してもらうなんて、すごくお金がかかるのでは ？」と思われるかもしれません。実際には、在宅緩和ケアが入院と比べて格段に費用がかかるということは、ほとんどありません。

            在宅緩和ケアでも、入院と同様に、医師や看護師が訪問して行う、診療（訪問診療や往診）、ケア（訪問看護）、薬代（院外処方など）などには公的医療保険や高額療養費制度が使えます。ただし、包帯やガーゼなどの材料費や訪問にかかる交通費など保険適用外の費用も必要になることがあります。

            患者さんが40歳以上であれば、病状によっては、介護保険を使って日常生活のさまざまな場面で介護サービスを受けることができる場合もあります。この場合は、医療機関への支払いや薬局への支払いとは別に介護保険の自己負担分の支払いがあります。

            介護保険での在宅サービスの利用は、要介護（支援）度の区分により保険から給付される1ヶ月の上限額（支給限度額）が決められています。介護保険の支給限度額内であれば、自己負担額は費用の1割（65歳以上の被保険者で一定以上の所得がある方は、2割負担）で介護サービスを利用することができます。

            在宅緩和ケアにかかる費用は、患者さんの状態、ご家族の介護力、医療機関の方針等によっても違ってきます。複雑でわかりにくい点もあるので、詳しくは、医療機関（またはおかかりのクリニック）の医療事務員や医療ソーシャルワーカー、相談窓口などに相談してみてください。インターネットにも、いくつか例をあげて説明しているものがありますが、やはり複雑なので、直接診療やケアを受けているところにご相談・確認されるのが一番よいと思います。

            　

            
                ■□■　コラム：在宅療養支援診療所



            在宅療養支援診療所は、24時間体制で、患者さんやご家族からの連絡を受け、往診や訪問看護を提供できる仕組みを整えている診療所です。在宅療養支援診療所は、介護サービスを調整するケアマネジャー（介護支援専門員）との連携や、容体急変時に入院できる病院とも連携しています。

            お住まいの近くの在宅療養支援診療所は、病院の相談窓口への問い合わせのほか、インターネットで直接検索することもできます。　　

            参考：WAM NET（ワムネット）　http://www.wam.go.jp/

            　

        
        
            (4)在宅緩和ケア　よくあるご質問

            
                Q1.　自宅での介護は大変なのでは？

                緩和ケア病棟に入院することに比べると、確かにご家族の負担は大きくなります。ただ、介護のふれあいの中で、お互いにとって大切なことが伝わる場合もあります。

                緩和ケア病棟に入院されている場合、ご家族がもし付き添われるとしたら、ご家族にとっても自宅とは異なる環境、制限された環境で時間を過ごすことでの疲れなどを感じる人もいらっしゃるようです。住み慣れた環境というのは、患者さんにとってもご家族にとってもどこか心がくつろぐ空間ともいえるかもしれません。

                最近では、在宅で利用できるさまざまなサービスも充実してきました。これらのサービスのほとんどは、医療保険や介護保険を使って、総費用の１割～３割の自己負担額で受けられます。

                ただ、ご家族は、患者さんのためにがんばりすぎて、自分のことは後回しにして心身共に疲弊してしまうこともあります。ご家族もつらさを一人で抱え込まず、在宅医療のスタッフやケアマネージャー、がん相談支援センターなどに相談してみてください。介護の負担が少しでもやわらげるためのサービスや福祉用具などの利用、レスパイト入院など、さまざまな方法を提案したり、一緒に考えていくことができます。

                また、ご家族の中でも、役割を分担したり、日によって交代して、一人に介護負担が重ならないようにしていきましょう。

                　

            
            
                Q2.　家族だけで支えていけるのか？

                適切なケアの方法をお伝えするのも、在宅緩和ケアを行うスタッフ（訪問看護師、在宅医など）の大切な役割です。わからないこと、不安な点は、どんどん質問しましょう。

                また、患者さんを支えるのは、ご家族だけではありません。医療機関で活動している「緩和ケアチーム」のように、在宅緩和ケアや在宅介護に関わるさまざまな職種の人々、また、時にはご近所、患者さんやご家族のご友人もチームの一員となり、チームケアで患者さんやご家族をサポートします。

                患者さんやご家族の中には、「いつも相手がどんな様子か、『気配で感じられる』というのが、家ならではの安心感」とおっしゃる方もいます。

                ご家族なりの生活リズム、介護のコツを見つけることも、ご家族が介護に自信をもち、向きあう力になると思います。

                ただ、注意しなければいけないことは、無理をしない、一人で背負い込まない、ご家族も自分のための時間も大切にすることだと思います。

                　

            
            
                Q3.　在宅緩和ケアを受ける条件はあるの？

                患者さんご本人が家で過ごすことを希望することが、在宅緩和ケアを受けるためにまず必要な条件です。

                これに加えて、日常生活をサポートしてくれるご家族が（できれば複数）いることや、在宅緩和ケアを行う病院や診療所が自宅の近くにあることも、在宅緩和ケアを受けるために望ましい条件と言えます。病状によっては在宅緩和ケアを受けることが難しい場合もあります。

                ご自分の場合はどうなのか、担当の医師に相談してみてください。

                　

            
            
                Q4.　急に具合が悪くなったときに診てもらえる？

                訪問看護師や在宅医に相談して、急に具合が悪くなった時にどこに連絡すればよいか、きちんと確認しておきましょう。

                訪問看護ステーションや在宅療養支援診療所が、24時間体制で患者さんとご家族を応援します。

                自宅で療養することが難しくなったときには、一時的に入院して、その後のことを医師と相談することも可能です。

                　

            
            
                Q5.　自宅で最期を迎えることはできる？

                継続して医師による訪問診療を受けていれば、自宅で最期まで過ごすこともできます。

                患者さんが実際に亡くなる時に、必ずしも医師や看護師がそばに立ち会う必要はありません。たとえば、深夜に亡くなられた時には、翌朝まで待ってから連絡しても問題はありません。

                亡くなる前には、患者さんの体やこころの状態が変化することもよくあります。変化の多くは、誰もが経験する、自然なものです。

                どのような変化が予想されるのか、どんなことが起きたら医師や看護師に連絡すればよいのかなど、心配なことを、担当の医師や看護師に必ず相談しておきましょう。
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